
議案第２０号

杉並区立公園条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２５年２月１４日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区立公園条例の一部を改正する条例

杉並区立公園条例（昭和５１年杉並区条例第２７号）の一部を次のように改正す

る。

第２条第３項中「又は緑地」を削る。

第３条の２を第３条の７とし、第３条の次に次の５条を加える。

（都市公園の設置基準）

第３条の２ 法第３条第１項の条例で定める基準は、次条及び第３条の４に定める

とおりとする。

（都市公園の敷地面積の標準）

第３条の３ 都市公園の設置における区の区域内の法第２条第１項に規定する都市

公園の当該区域内の住民１人当たりの敷地面積の標準は、５平方メートル以上と

する。

（都市公園の配置及び規模の基準）

第３条の４ 区が次に掲げる都市公園を設置する場合は、当該都市公園の特質に応

じて区の区域内における当該都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等

災害の防止に資するよう考慮するほか、次に掲げるところによりその配置及び規

模を定めるものとする。

(１) 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、

街区内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面

積は、０．２５ヘクタールを標準として定めること。

(２) 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、

近隣に居住する者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面積

は、２ヘクタールを標準として定めること。



(３) 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公

園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、

その敷地面積は、４ヘクタールを標準として定めること。

（公園施設の建築面積の基準）

第３条の５ 法第４条第１項本文に規定する建築面積に係る条例で定める割合は、

１００分の２とする。

（公園施設の建築面積の基準の特例）

第３条の６ 法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、次項から第５項まで

に定めるとおりとする。

２ 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号）第５条第２項に規定する休養

施設、同条第４項に規定する運動施設、同条第５項に規定する教養施設、同条第

８項に規定する備蓄倉庫その他都市公園法施行規則（昭和３１年建設省令第３０

号。以下「省令」という。）第１条の２で定める災害応急対策に必要な施設であ

る建築物（次項に掲げる建築物を除く。）を設ける場合は、都市公園の敷地面積

の１００分の１０を限度として前条の規定により認められる建築面積を超えるこ

とができるものとする。

３ 前項に規定する休養施設若しくは教養施設である建築物のうち第１号から第３

号までのいずれかに該当する建築物又は同項に規定する備蓄倉庫その他災害応急

対策に必要な施設である建築物を設ける場合は、都市公園の敷地面積の１００分

の２０（同項に規定する建築物に係る建築面積の敷地面積に対する割合を含

む。）を限度として前条の規定により認められる建築面積を超えることができる

ものとする。

(１) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定により国宝、重要文化

財、重要有形民俗文化財、特別史跡名勝天然記念物若しくは史跡名勝天然記念

物として指定され、又は登録有形文化財、登録有形民俗文化財若しくは登録記

念物として登録された建築物その他これらに準じて歴史上又は学術上価値の高

いものとして省令第１条の３で定める建築物

(２) 景観法（平成１６年法律第１１０号）第１９条第１項の規定により景観重

要建造物として指定された建築物



(３) 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成２０年法律第

４０号）第１２条第１項の規定により歴史的風致形成建造物として指定された

建築物

４ 屋根付広場、壁を有しない雨天用運動場その他の高い開放性を有する建築物と

して省令第２条で定めるものを設ける場合は、都市公園の敷地面積の１００分の

１０を限度として前条及び前２項の規定により認められる建築面積を超えること

ができるものとする。

５ 仮設公園施設（３月を限度として公園施設として臨時に設けられる建築物をい

い、前３項に規定する建築物を除く。）を設ける場合は、都市公園の敷地面積の

１００分の２を限度として前条及び前３項の規定により認められる建築面積を超

えることができるものとする。

「
杉並区立天沼一丁目児童遊園 杉並区天沼一丁目２番１１号

杉並区立和泉四丁目緑地 杉並区和泉四丁目１７番
別表第１中 杉並区立和泉二丁目緑地 杉並区和泉二丁目１７番

杉並区立善福寺二丁目緑地 杉並区善福寺二丁目２４番
杉並区立成田西四丁目緑地 杉並区成田西四丁目５番
杉並区立浜田山四丁目緑地 杉並区浜田山四丁目５番

」

「
を 杉並区立天沼一丁目児童遊園 杉並区天沼一丁目２番１１号 に改める。

」

「 「
１，４２２円 １，３４０円

８４２円 ７９４円

１４０円 １１９円

３５０円 ２９７円

７０２円 ５９５円

１２１円 ９９円

１４０円 １１９円

３５０円 ２９７円

７０２円 ５９５円

１，０５３円 ９９３円

１，０５３円 ９９３円



別表第３中 ４２１円 を ３９７円 に改める。

１，０５３円 ９９３円

地上露出部分 地上露出部分

５０１円 ６０１円

地下部分 地下部分

３５０円 ２９７円

３８５円 ４６２円

５７２円 ６８６円

８，３５２円 ７，９２０円

１，４７８円 １，４０２円

１３，０５０円 １２，３７５円

３１円 ３３円

３４円 ３３円
」 」

附 則

１ この条例は、平成２５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区立公園条例別表第３の規定は、施行日以後の公

園の占用に係る占用料について適用し、施行日前の公園の占用に係る占用料につ

いては、なお従前の例による。

（提案理由）

都市公園法の一部が改正されたことに伴い、都市公園の設置基準等を定めるとと

もに、公園の占用料を改定する等の必要がある。
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杉並区立公園条例の一部を改正する条例新旧対照表（抄）

新 条 例 旧 条 例

（定義） （定義）

第２条 略 第２条 略

２ 略 ２ 略

３ この条例において「都市公園以外の ３ この条例において「都市公園以外の

公園」とは、都市公園以外の区立の公 公園」とは、都市公園以外の区立の公

園 をいい、区が当該公園 園又は緑地をいい、区が当該公園又は

に設ける公園施設に準ずる施設を 緑地に設ける公園施設に準ずる施設を

含むものとする。 含むものとする。

４～６ 略 ４～６ 略

（都市公園の設置基準）

第３条の２ 法第３条第１項の条例で定

める基準は、次条及び第３条の４に定

めるとおりとする。

（都市公園の敷地面積の標準）

第３条の３ 都市公園の設置における区

の区域内の法第２条第１項に規定する

都市公園の当該区域内の住民１人当た

りの敷地面積の標準は、５平方メート

ル以上とする。

（都市公園の配置及び規模の基準）

第３条の４ 区が次に掲げる都市公園を

設置する場合は、当該都市公園の特質

に応じて区の区域内における当該都市

公園の分布の均衡を図り、かつ、防

火、避難等災害の防止に資するよう考

資 料 １



- 2 -

慮するほか、次に掲げるところにより

その配置及び規模を定めるものとす

る。

(１) 主として街区内に居住する者の

利用に供することを目的とする都市

公園は、街区内に居住する者が容易

に利用することができるように配置

し、その敷地面積は、０．２５ヘク

タールを標準として定めること。

(２) 主として近隣に居住する者の利

用に供することを目的とする都市公

園は、近隣に居住する者が容易に利

用することができるように配置し、

その敷地面積は、２ヘクタールを標

準として定めること。

(３) 主として徒歩圏域内に居住する

者の利用に供することを目的とする

都市公園は、徒歩圏域内に居住する

者が容易に利用することができるよ

うに配置し、その敷地面積は、４ヘ

クタールを標準として定めること。

（公園施設の建築面積の基準）

第３条の５ 法第４条第１項本文に規定

する建築面積に係る条例で定める割合

は、１００分の２とする。

（公園施設の建築面積の基準の特例）

第３条の６ 法第４条第１項ただし書の

条例で定める範囲は、次項から第５項

までに定めるとおりとする。
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資 料 １

２ 都市公園法施行令（昭和３１年政令

第２９０号）第５条第２項に規定する

休養施設、同条第４項に規定する運動

施設、同条第５項に規定する教養施

設、同条第８項に規定する備蓄倉庫そ

の他都市公園法施行規則（昭和３１年

建設省令第３０号。以下「省令」とい

う。）第１条の２で定める災害応急対

策に必要な施設である建築物（次項に

掲げる建築物を除く。）を設ける場合

は、都市公園の敷地面積の１００分の

１０を限度として前条の規定により認

められる建築面積を超えることができ

るものとする。

３ 前項に規定する休養施設若しくは教

養施設である建築物のうち第１号から

第３号までのいずれかに該当する建築

物又は同項に規定する備蓄倉庫その他

災害応急対策に必要な施設である建築

物を設ける場合は、都市公園の敷地面

積の１００分の２０（同項に規定する

建築物に係る建築面積の敷地面積に対

する割合を含む。）を限度として前条

の規定により認められる建築面積を超

えることができるものとする。

(１) 文化財保護法（昭和２５年法律

第２１４号）の規定により国宝、重

要文化財、重要有形民俗文化財、特

別史跡名勝天然記念物若しくは史跡
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名勝天然記念物として指定され、又

は登録有形文化財、登録有形民俗文

化財若しくは登録記念物として登録

された建築物その他これらに準じて

歴史上又は学術上価値の高いものと

して省令第１条の３で定める建築物

(２) 景観法（平成１６年法律第１１

０号）第１９条第１項の規定により

景観重要建造物として指定された建

築物

(３) 地域における歴史的風致の維持

及び向上に関する法律（平成２０年

法律第４０号）第１２条第１項の規

定により歴史的風致形成建造物とし

て指定された建築物

４ 屋根付広場、壁を有しない雨天用運

動場その他の高い開放性を有する建築

物として省令第２条で定めるものを設

ける場合は、都市公園の敷地面積の１

００分の１０を限度として前条及び前

２項の規定により認められる建築面積

を超えることができるものとする。

５ 仮設公園施設（３月を限度として公

園施設として臨時に設けられる建築物

をいい、前３項に規定する建築物を除

く。）を設ける場合は、都市公園の敷

地面積の１００分の２を限度として前

条及び前３項の規定により認められる

建築面積を超えることができるものと
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資 料 １

する。

（休園日及び開園時間等） （休園日及び開園時間等）

第３条の７ 略 第３条の２ 略
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（改定後） （現 行）公園占用料改定資料

種 別 単 位 金 額 金 額

電柱 本柱、支柱又は支線 １本、 １，３４０円 １，４２２円
１月

標識 同、同 ７９４円 ８４２円

水道 外径４０センチメートル １メー １１９円 １４０円
管、 未満のもの トル、
下水 同
道
管、 外径４０センチメートル 同、同 ２９７円 ３５０円
ガス 以上１メートル未満のも
管 の

外径１メートル以上のも 同、同 ５９５円 ７０２円
の

電線 電線 同、同 ９９円 １２１円

地下 外径４０センチメー 同、同 １１９円 １４０円
電線 トル未満のもの

外径４０センチメー 同、同 ２９７円 ３５０円
トル以上１メートル
未満のもの

外径１メートル以上 同、同 ５９５円 ７０２円
のもの

鉄塔 １平方 ９９３円 １，０５３円
メート
ル、同

変圧塔、マンホールの類 １ 箇 ９９３円 １，０５３円
所、同

郵便差出箱又は信書便差出箱 同、同 ３９７円 ４２１円

公衆電話所 同、同 ９９３円 １，０５３円

地下の占用物件 １平方 地上露出部分 地上露出部分
メート ６０１円 ５０１円
ル、同

地下部分 地下部分
２９７円 ３５０円

高架の占用物件 同、同 ４６２円 ３８５円

天体、気象又は土地の観測施設 同、同 ６８６円 ５７２円

写真撮影のための常時占用 撮影機 ７，９２０円 ８，３５２円
１台、
同

資 料 ２
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写真撮影のための臨時的な占用 １時間 １，４０２円 １，４７８円

ロケーション 同 １２，３７５円 １３，０５０円

その 競技会、集会 １平方 ３３円 ３１円
他の メート
占用 ル、１

日

前記以外の場合 同、同 ３３円 ３４円


